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１ 文中及び各表中に用いる金額は、原則として円単位で表示しています。 

ただし、文中及び各表中において千円単位（千円未満の四捨五入を基本とします。）

で表示している箇所もあります。 

２ 文中及び各表中の比率等の用法は、次のとおりです。 

（１）「比率」は、小数点３位の四捨五入を基本とします。 

（２）「０.００」は、該当数値はあるが、単位未満のもの 

（３）「 ― 」は、該当数値なし又は算出不能のもの 

３ 上記の結果、文中・表中における数値が一致しない場合があります。 
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平成２７年度登別市各会計決算及び登別市土地開発基金 

の運用状況審査意見 
 

１  審査の対象 

平成２７年度 登別市一般会計歳入歳出決算 

平成２７年度 登別市国民健康保険特別会計歳入歳出決算  

平成２７年度 登別市学校給食事業特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 登別市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 登別市介護保険特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 登別市カルルス温泉スキー場事業特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 登別市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 登別市土地開発基金の運用状況 

平成２７年度 歳入歳出外現金の処理状況 

 

２  審査の期間 

平成２８年６月１０日から平成２８年８月１５日まで 

 

３  審査の方法 

一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。）の決算審査に当たっては、歳入歳

出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書は関係法令

に適合しているか、計数は正確か、予算の執行は適正に処理されているかについて

審査しました。また、必要に応じて関係職員から事情を聴取しました。 

土地開発基金の運用状況については、計数は正確に処理されているか、その目的

にしたがって運用されているかについて審査しました。 

歳入歳出外現金の処理状況については、平成２７年度末残高と支出予定額は正確

であるかについて審査しました。なお、現金及び預金残高の確認については、法の

定めるところにより、例月出納検査において実施しているので、本審査の対象外と

しました。 

 

４  審査の結果 

審査に付された歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産

に関する調書はいずれも関係法令に基づいて作成されており、決算の諸計数は正確

であり、予算の執行状況についても概ね適正に処理されていることが認められまし

た。 

土地開発基金については、計数は正確に処理され、その目的にしたがって運用さ

れていることが認められました。 

  歳入歳出外現金については、適正に処理されていることが認められました。なお、

審査の概要及び意見は次に述べるとおりです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

決  算  の  状  況 
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(１) 決 算 総 括 

① 決算の概要 

平成２７年度一般会計及び特別会計の決算は次のとおりです。 

           (単位：円) 

      区分 

会計 
歳入決算額 歳出決算額 差 引 額 

翌年度へ繰越 

すべき財源 
実質収支額 

一般会計 20,609,726,230 19,937,009,610 672,716,620 73,582,000 599,134,620 

特別会計 11,829,352,047 11,564,464,937 264,887,110 0 264,887,110 

合 計 32,439,078,277 31,501,474,547 937,603,730 73,582,000 864,021,730 

 

上表のとおり、一般会計と特別会計を合わせた決算額の総額は、歳入３２４億３，

９０７万８，２７７円、歳出３１５億１４７万４，５４７円で、歳入歳出差引額は９

億３，７６０万３，７３０円の黒字となっています。 

平成２７年度の実質収支額は、翌年度へ繰越すべき財源が７，３５８万２千円ある

ことからそれを除いた８億６，４０２万１，７３０円で、前年度実質収支額を差し引

いた単年度収支額は、２億７，１４０万２，５０３円の黒字となっています。なお、

実質単年度収支額は、財政調整基金へ 1億５，０２０万７１１円を積立てたことから、

４億２，１６０万３，２１４円の黒字となっています。 

一般会計の歳入は、地方消費税交付金、道支出金などが増加しましたが、市税、地

方交付税、国庫支出金、繰入金、繰越金などの減少により、前年度と比較すると３億

６７０万３６４円、１．４７％の低下となり、一方、特別会計の歳入は、前年度と比

較すると７億１，８４５万６，６３７円の増額となり、一般会計と特別会計を合わせ

た歳入総額は、前年度より４億１，１７５万６，２７３円、１．２９％の増額となっ

ています。 

なお、一般会計の財源構成は、自主財源が前年度比で０．８２ポイント低下し３４．

７１％、依存財源が前年度比で０．８２ポイント上昇し６５．２９％となっています。 

また、各特別会計総収入１１８億２，９３５万２，０４７円のうち、一般会計から

の繰入金は前年度１１億６，７７０万３，１５４円に対して９，８２２万４，１０５

円増の１２億６，５９２万７，２５９円となり、全体に占める割合は１０．７０％と

前年度比０．１９ポイントの増となっています。 

平成２７年度末の市債残高は、一般会計２４４億３，８５４万８，０４９円、特別

会計１億５，１５７万４，８８６円、合計２４５億９，０１２万２，９３５円となっ

ており、前年度と比較すると総体で１億６，９９２万２，５４１円の減となっており、

平成２７年度において市債の償還に要する公債費は、一般会計と特別会計の合計で２

６億３，８０５万７，４０５円となり、前年度と比較すると２億６，３０５万１，９

９９円、９．０７％の減となっています。 
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財源構成                                (単位：円・％) 

     区分 

 会計 

自 主 財 源 依 存 財 源 合   計 

金  額 構成比率 金  額 構成比率 金  額 構成比率 

一般会計 7,154,665,504 34.71  13,455,060,726 65.29 20,609,726,230 100.00 

特別会計 4,097,783,332 34.64 7,731,568,715 65.36 11,829,352,047 100.00 

合 計 11,252,448,836 34.69 21,186,629,441 65.31 32,439,078,277 100.00 

 

 

特別会計の財源構成                            (単位：円・％) 

          区 分 

 会 計 

自 主 財 源 依 存 財 源 合   計 

金  額 
構成 

比率 
金  額 

構成

比率 
金  額 

構成 

比率 

国民健康保険 1,691,816,646 23.42 5,532,273,494 76.58 7,224,090,140 100.00 

学校給食事業 342,224,635 100.00 0 0.00 342,224,635 100.00 

簡易水道事業 17,765,784 53.09 15,700,000 46.91 33,465,784 100.00 

介 護 保 険 1,242,600,957 36.27 2,183,595,221 63.73 3,426,196,178 100.00 

カ ル ル ス 温 泉 

ス キ ー 場 事 業 99,463,483 100.00 0 0.00 99,463,483 100.00 

後期高齢者医療 703,911,827 100.00 0 0.00 703,911,827 100.00 

合    計 4,097,783,332 34.64 7,731,568,715 65.36 11,829,352,047 100.00 

 

 

市債の状況 (市債の現在高、元金)                          (単位：円) 

      年 度 

 会 計 
平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

一 般 会 計  22,916,287,325 22,355,187,423 24,544,522,785 24,621,403,640 24,438,548,049 

学校給食事業特別会計 7,692,641 14,299,073 13,301,531 11,908,000 11,516,000 

公共下水道事業特特別会計 19,970,583,057 19,855,445,126 19,571,250,432 ― ― 

簡易水道事業特別会計 92,568,515 108,777,714 118,834,919 126,733,836 140,058,886 

合     計 42,987,131,538 42,333,709,336 44,247,909,667 24,760,045,476 24,590,122,935 

※ 公共下水道事業特別会計は、平成２６年度より公営企業会計へ移行したため「 ― 」としています。 
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 ※ 公共下水道事業特別会計が平成２６年度より公営企業会計へ移行したため、数値が下がっています。 

② 財政の分析 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく各種指標値の審査結果は、

登別市財政健全化及び経営健全化審査意見書に掲載しています。 

ア 財政力指数 

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、普通交付税算定時に算出し

た基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値を指し、

財政力指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体とされております。

平成２６年度全道３５市の平均値は０.３９９となっています。 

財政力の強弱を示す「財政力指数」の推移は、平成２１年度をピークに下降傾向に

ありましたが、前年度の比較において０.０１２ポイントの微増となっています。 

 

財政力指数                                  (単位：千円) 

           年 度 

 区 分 
平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準財政需要額 9,422,050 9,548,158 9,498,428 9,393,817 9,538,507 

基準財政収入 4,192,280 4,093,408 4,101,874 4,237,512 4,412,239 

財 政 力 指 数 0.459 0.442 0.435 0.437 0.449 
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イ 経常収支比率 

経常収支比率は、人件費・扶助費・公債費などの経常的経費に、地方税・地方交付

税などを中心とする経常一般財源がどの程度充当されているかを表し、財政構造の弾

力性を評価するために用いられ、指数が高いほど経常剰余財源が少なく財政の硬直化

が進んでいることを表します。 

平成２７年度は前年度と比較すると５.８ポイント減の９３.９％となりましたが、

依然として高い指数を示しており、財政が硬直化している状況といえます。 

財政構造の弾力性を判断する「経常収支比率」の推移は次のとおりです。 

 

 
 

(２) 一 般 会 計 

① 決算の概要 

歳入２０６億９７２万６，２３０円に対して、歳出は１９９億３，７００万９，６

１０円で、差し引き６億７，２７１万６，６２０円の黒字となっています。 

平成２７年度の実質収支額は、翌年度に繰越すべき財源が７，３５８万２千円ある

ことからそれを除いた５億９，９１３万４，６２０円で、前年度実質収支額４億３，

５１０万１，００８円を差し引いた単年度収支額は１億６，４０３万３，６１２円と

なり、さらに単年度収支額に財政調整基金への積立金等を考慮した実質単年度収支額

は、３億１，４２３万４，３２３円となっています。 

 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して３億６７０万３６４円、１．４７％の減となっていま

す。 

主な要因は、地方消費税交付金、道支出金が５億５，８９７万９，１９８円の増、

地方交付税、国庫支出金が前年度と比較して１億２３９万７，９０９円の減となって

います。 

地方交付税は、普通交付税が消費税率の引き上げなどにより基準財政収入額が増と

なったことなどから１，８６４万１千円の減、国庫支出金は、前年度と比較すると８，

３７５万６，９０９円の減、道支出金は、社会福祉費に係る負担金の増などにより、

前年度と比較すると１億６，８８４万３，１９８円の増となっています。 
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市債は、普通建設事業に係る市債が４億８，０５０万円の減、臨時財政対策債が４，

７６０万円の減、退職手当債が３，２９０万円の増となり、総体では、前年度と比較

すると４億９，５２０万円、１８．５１％減の２１億８，０２０万円となっています。 

 

歳入の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 21,176,038,000 21,600,543,000 △ 424,505,000 △ 1.97 

調 定 額 21,393,448,180 21,767,436,877 △ 373,988,697 △ 1.72 

収 入 済 額 20,609,726,230 20,916,426,594 △ 306,700,364 △ 1.47 

執 行 率 97.33 96.83 0.50 0.52 

収 入 率 96.34 96.09 0.25 0.26 

不納欠損額 47,623,835 40,476,577 7,147,258 17.66 

収入未済額 736,098,115 810,533,706 △ 74,435,591 △ 9.18 

 

 

③ 市 税 

市税の総額は、前年度と比較すると３，６１１万２，５４８円、０.７０％減の５１

億３，６７２万８，３４４円となっています。 

平成２７年度の決算状況を前年度と比較すると、固定資産税（国有資産等所在市町

村交付金を含む）が５，５４８万２，０８９円減の１８億９，５８５万２，６２１円、

市たばこ税が１７６万５，０６６円減の４億３，９２９万７，８２６円、都市計画税

が１，３０２万６，５５９円減の３億６，４８２万３，７７６円となりましたが、市

民税が２，１０５万４，８６９円増の２１億６，２４９万８，１３９円、軽自動車税

が１１４万４，８１７円増の７，６５３万６，４４２円、入湯税が１，１９６万１，

４８０円増の１億９，７７１万９，５４０円となっています。 

市税の収納率は９０．１８％（現年度分９８.５２％、滞納繰越分１４.７８％）で、

前年度と比較すると０．６８ポイントの上昇（現年度分、滞納繰越分がともに０.３９

ポイント増）しています。 

主な要因は、軽自動車税が０.４５ポイント増の９３.８９％、都市計画税が０.４４

ポイント増の８４．２９％、固定資産税が０.４４ポイント増の８４.６４％、市民税

が０.８９ポイント増の９３．８２％となっています。 

なお、平成２７年度における不納欠損額は、前年度と比較すると１，０３２万８，

４０８円増の４，７２６万５，９１７円となっています。 
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市税の決算状況                              (単位：円・％) 

                   年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比  較  増  減 増 減 率 

市  民  税 2,162,498,139 2,141,443,270 21,054,869 0.98 

固 定 資 産 税 1,895,852,621 1,951,334,710 △ 55,482,089 △ 2.84 

軽 自 動 車 税 76,536,442 75,391,625 1,144,817 1.52 

市 た ば こ 税 439,297,826 441,062,892 △ 1,765,066 △ 0.40 

特別土地保有税 0 0 0 ― 

入  湯  税 197,719,540 185,758,060 11,961,480 6.44 

都 市 計 画 税 364,823,776 377,850,335 △ 13,026,559 △ 3.45 

合    計 5,136,728,344 5,172,840,892 △ 36,112,548 △ 0.70 

 

市民負担額の状況                                          (単位：円・％) 

                   年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

人 口  (年 度末 ･人 ) 49,630人 50,255人 -625人 △ 1.24 

世帯数 (年度末・世帯) 24,857世帯 24,944世帯 -87世帯 △ 0.35 

市 税 決 算 額  (円 ) 5,136,728,344 5,172,840,892 △ 36,112,548 △ 0.70 

１人当たりの負担額(円) 103,500 102,932 569 0.55 

１世帯当たりの負担額(円) 206,651 207,378 △ 727 △ 0.35 

 

 

不納欠損額の状況                             (単位：円・％) 

                   年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

市    税 47,265,917 36,937,509 10,328,408 27.96 
 

税 

外 

金 
 

 分担金及び負担金 5,760 195,460 △ 189,700 △ 97.05 

 使用料及び手数料 217 2,180,553 △ 2,180,336 △ 99.99 

 諸  収  入 351,941 1,163,055 △ 811,114 △ 69.74 

計 357,918 3,539,068 △ 3,181,150 △ 89.89 

合    計 47,623,835 40,476,577 7,147,258 17.66 

 

④ 歳 出 

歳出では、前年度と比較して５億２，８６３万６，９７６円、２．５８％の減とな

っています。 

主な要因は、総務費では、防災行政無線（同報系）整備事業費の皆減などにより前

年度と比較すると３億４，４３２万２，１７７円の減、民生費では、障害者介護給付

費・訓練等給付費が６，６６６万６４３円の増、臨時福祉給付金給付事業費が７，２

５０万３，７５４円の減となったことなどにより、前年度と比較すると１，３２１万

３５８円の減、衛生費では、クリンクルセンター運営管理経費・最終処分場運営管理
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経費が１，５００万７，４０２円の増となり、前年度と比較すると２，８５０万６，

０５７円の増、商工費では、再生可能エネルギー等導入推進事業費が９，３４６万３，

２００円の増、プレミアム商品券発行事業費の皆増などにより、前年度と比較すると

２億９，７０７万８，３６５円増、教育費では、鷲別小学校建替事業費が１億７，７

８７万１，０２６円の減などにより、前年度と比較すると１億５，７３９万５３４円

の減、公債費では、前年度と比較すると２億６，２６６万４，９７６円の減、給与費

では、前年度と比較すると１，８２２万９，１２３円の増などによるものです。 

  

 

歳出の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 21,176,038,000 21,600,543,000 △ 424,505,000 △ 1.97 

支 出 済 額 19,937,009,610 20,465,646,586 △ 528,636,976 △ 2.58 

翌年度繰越額 549,502,000 536,696,000 12,806,000 2.39 

執 行 率 94.15 94.75 △ 0.60 △ 0.63 

不 用 額 689,526,390 598,200,414 91,325,976 15.27 

 

 

歳出の性質別状況                          (単位：千円・％) 

                年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

消費的経費 12,976,683 12,806,610 170,073 1.3 

  

人 件 費 3,522,691 3,480,591 42,100 1.2 

物 件 費 2,755,510 2,629,729 125,781 4.8 

維持補修費 376,892 336,113 40,779 12.1 

扶 助 費 4,496,614 4,610,917 △ 114,303 △ 2.5 

補 助 費 等 1,824,976 1,749,260 75,716 4.3 

投資的経費 1,944,706 2,567,287 △ 622,581 △ 24.3 

  

建設事業費（補助） 669,698 965,667 △ 295,969 △ 30.6 

建設事業費（単独） 1,270,088 1,573,350 △ 303,262 △ 19.3 

災害復旧事業費  4,920 28,270 △ 23,350 △ 82.6 

その他経費 5,015,621 5,091,750 △ 76,129 △ 1.5 

  

公 債 費 2,633,531 2,896,186 △ 262,655 △ 9.1 

積 立 金 398,862 230,451 168,411 73.1 

投資及び出資金 0 0 0 ― 

貸 付 金 5,000 5,000 0 0.0 

繰 出 金 1,978,228 1,960,113 18,115 0.9 

合        計 19,937,010 20,465,647 △ 528,637 △ 2.6 
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(3) 国民健康保険特別会計 

① 決算の概要 

歳入７２億２，４０９万１４０円に対して、歳出は７０億３，８２６万６，５１９

円で、差し引き１億８，５８２万３，６２１円の黒字となっています。 

平成２７年度は、国民健康保険給付費準備基金の利子分１１万３，１１６円を積立

てた一方、当該基金から２億４，９５２万５，０００円の繰入を行ったため、実質単

年度収支額は１億６，７０８万３，２５１円の赤字となっています。 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して５億８，１０６万２，８１２円、８．７５％の増とな

っています。 

主な要因は、国民健康保険税が６，０２５万１，７８９円、国庫支出金が７，６３

２万２，３５６円、療養給付費等交付金が１億４，２００万９，０００円の減となり

ましたが、前期高齢者交付金が７，３７１万６，４１５円、共同事業交付金が５億４，

１３３万６，１５１円、繰入金が２億１，１１１万５，１５４円の増となったことな

どによるものです。 

国民健康保険税の収納率は、６２.０８％（現年度分９２.５２％、滞納繰越分１１.

７８％）で、前年度と比較すると０.０１ポイントの低下（現年度分０.２８ポイント

減、滞納繰越分０．５７ポイント増）しています。 

なお、本会計の不納欠損額は前年度と比較すると１，４９１万５，０１０円増の５，

２８４万４，１３２円となっています。 

 

歳入の決算状況                          (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 7,497,120,000 6,795,458,000 701,662,000 10.33 

調 定 額 7,777,277,647 7,232,059,739 545,217,908 7.54 

収 入 済 額 7,224,090,140 6,643,027,328 581,062,812 8.75 

執 行 率 96.36 97.76 △ 1.40 △ 1.43 

収 入 率 92.89 91.86 1.03 1.12 

不納欠損額 52,844,132 37,929,122 14,915,010 39.32 

収入未済額 500,343,375 551,103,289 △ 50,759,914 △ 9.21 

 

国民健康保険税の状況                        (単位：円・％) 

項   目 調   定   額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 還付未済金 収納率 

27 

現年課税分 891,860,700 825,159,008 0 66,701,692 85,300 92.52 

滞納繰越分 539,678,119 63,560,171 52,844,132 423,273,816 0 11.78 

計 1,431,538,819 888,719,179 52,844,132 489,975,508 85,300 62.08 

26 

現年課税分 953,110,100 884,464,085 0 68,646,015 20,400 92.80 

滞納繰越分 575,342,697 64,506,883 37,929,122 472,906,692 0 11.21 

計 1,528,452,797 948,970,968 37,929,122 541,552,707 20,400 62.09 

比
較
増
減 

現年課税分 △ 61,249,400 △ 59,305,077 0 △ 1,944,323 64,900 △ 0.28 

滞納繰越分 △ 35,664,578 △ 946,712 14,915,010 △ 49,632,876 0 0.57 

計 △ 96,913,978 △ 60,251,789 14,915,010 △ 51,577,199 64,900 △ 0.01 
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③ 歳 出 

歳出全では、前年度と比較して４億９，８７３万４，１７９円、７．６３％の増と

なっています。 

主な要因は、保険給付費が１億９，８９３万３，４４３円、後期高齢者支援金等が

１，０６８万８，６５６円、介護納付金が２，５９７万７，４７６円の減となりまし

たが、共同事業拠出金が７億２，４３４万３，３１２円、諸支出金が８３１万７，８

２３円の増となったことなどによるものです。 

なお、１件当たりの医療費は前年度と比較すると４．７９％減の３万１，３７１円、

１人当たりの医療費は２．４０％減の３３万４，３８３円となっています。 

 

歳出の決算状況                                (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 7,497,120,000 6,795,458,000 701,662,000 10.33 

支 出 済 額 7,038,266,519 6,539,532,340 498,734,179 7.63 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 93.88 96.23 △ 2.35 △ 2.44 

不 用 額 458,853,481 255,925,660 202,927,821 79.29 

 

保険給付費の状況                                   

          年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増減率(%) 

  

療
養
諸
費 

療養給付費 (円) 3,854,980,309 4,020,407,111 △ 165,426,802 △ 4.11 

  療 養 費  (円 ) 26,757,960 30,591,679 △ 3,833,719 △ 12.53 

  審査支払手数料 (円) 8,738,270 9,510,477 △ 772,207 △ 8.12 

  小 計 (円) 3,890,476,539 4,060,509,267 △ 170,032,728 △ 4.19 

  高額療養費 (円) 584,449,172 612,338,087 △ 27,888,915 △ 4.55 

  移 送 費 (円) 0 2,590 △ 2,590 △ 100.00 

  出産育児諸費 (円) 13,957,140 14,756,350 △ 799,210 △ 5.42 

  葬 祭 諸 費 (円) 2,430,000 2,640,000 △ 210,000 △ 7.95 

   合   計 (円) 4,491,312,851 4,690,246,294 △ 198,933,443 △ 4.24 

  平均被保険者数 (人) 12,005 12,416 △ 411 △ 3.31 

  受 診 件 数 (件) 127,959 129,100 △ 1,141 △ 0.88 

  受 診 率 (％) 1,065.88 1,039.79 26.09 2.51 

  １件当たり医療費(円) 31,371 32,951 -1,580 △ 4.79 

  １人当たり医療費(円) 334,383 342,620 △ 8,237 △ 2.40 
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(4) 学校給食事業特別会計 

① 決算の概要 

歳入３億４，２２２万４，６３５円に対して、歳出３億４，２１４万９，９１５円で、 

差し引き７万４,７２０円の黒字となっています。 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して５２４万９，７９９円、１．５１％の減となっていま

す。 

主な要因は、事業収入が４５万２，２８６円、繰入金が４５０万３３９円、諸収入

が３２万２，１６４円の減などによるものです。 

給食収入の収納率は９５.７６％（現年度分９８.８３％、滞納繰越分２８.７３％）

で、前年度と比較すると０.１３ポイントの上昇（現年度分０．３８ポイント、滞納繰

越分０.０９ポイント増）しています。 

なお、平成２７年度の不納欠損処分は行われていません。 

 

歳入の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 351,941,000 363,527,000 △ 11,586,000 △ 3.19 

調 定 額 352,148,532 357,739,014 △ 5,590,482 △ 1.56 

収 入 済 額 342,224,635 347,474,434 △ 5,249,799 △ 1.51 

執 行 率 97.24 95.58 1.66 1.74 

収 入 率 97.18 97.13 0.05 0.05 

不納欠損額 0 0 0 ― 

収入未済額 9,923,897 10,264,580 △ 340,683 △ 3.32 

 

③ 歳 出 

歳出では、前年度と比較して５２９万９，５２９円、１．５３％の減となっていま

す。 

主な要因は、給食事業費が４２９万８８７円、公債費が１０１万２，５８２円の減

などによるものです。 

 

歳出の決算状況                                (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 351,941,000 363,527,000 △ 11,586,000 △ 3.19 

支 出 済 額 342,149,915 347,449,444 △ 5,299,529 △ 1.53 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 97.22 95.58 1.64 1.72 

不 用 額 9,791,085 16,077,556 △ 6,286,471 △ 39.10 
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(5) 簡易水道事業特別会計 

① 決算の概要 

歳入３，３４６万５，７８４円に対して、歳出３，３４６万５，７８４円で、差し引き 

は０円となっています。 

 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して６５０万２，７３３円、２４．１２％の増となってい

ます。 

主な要因は、簡易水道使用料５９万８，８３９円、市債が５８０万円の増などによ

るものです。なお、歳入に占める簡易水道使用料の割合は３７．０％です。 

また、平成２７年度の不納欠損額は１８万３１４円です。 

 

歳入の決算状況                         (単位：円・％)  

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 34,587,000 27,711,000 6,876,000 24.81 

調 定 額 33,898,837 27,367,195 6,531,642 23.87 

収 入 済 額 33,465,784 26,963,051 6,502,733 24.12 

執 行 率 96.76 97.30 △ 0.54 △ 0.55 

収 入 率 98.72 98.52 0.20 0.20 

不納欠損額 180,314 36,296 144,018 396.79 

収入未済額 252,739 367,848 △ 115,109 △ 31.29 

 

③ 歳 出 

歳出では、前年度と比較して６５１万７，０１０円、２４．１８％の増となってい

ます。 

主な要因は、簡易水道管理費が６０５万４，０２０円の増などによるものです。 

なお、平成２７年度は、札内町配水管改良工事が１，６６５万３，６００円、札内

町用地測量調査委託料が１０８万円、施設管理業務委託料が１１３万４，０００円、

市債元利償還金４５７万６，５５２円などが支出されています。 

 

歳出の決算状況                              (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 34,587,000 27,711,000 6,876,000 24.81 

支 出 済 額 33,465,784 26,948,774 6,517,010 24.18 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 96.76 97.25 △ 0.49 △ 0.50 

不 用 額 1,121,216 762,226 358,990 47.10 
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(6) 介護保険特別会計 

① 決算の概要 

歳入３４億２，６１９万６，１７８円に対して、歳出は３３億４，７３８万４９９

円で、差し引き７，８８１万５，６７９円の黒字となっています。 

平成２７年度は、翌年度に繰越すべき財源がないことから、実質収支額は差引額と

同額で、前年度実質収支額の５,２９８万１,６４４円を差し引いた単年度収支額は、２，

５８３万４，０３５円の黒字となっています。 

 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して１億４，１１９万１，０４４円、４．３％の増となっ

ています。 

主な要因は、介護保険料が６，２４１万５，５７１円、国庫支出金が４,０８３万７，

９１６円、支払基金交付金が１，７９２万９，９７５円、道支出金が４３１万８，１

２４円、繰入金が３，３５５万４，１９２円の増などによるものです。 

介護保険料の収納率は、９６.９９％（現年度分９８．７７％、滞納繰越分１５．４

９％）で、前年度と比較すると０.１ポイントの上昇（現年度分０.０２ポイント増、

滞納繰越分４．９７ポイント減）しています。 

なお、平成２７年度の不納欠損額は前年度と比較すると１３１万９，１３５円増の

６５３万７，２１１円となっています。 

歳入の決算状況                         (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 3,461,692,000 3,337,654,000 124,038,000 3.72 

調 定 額 3,448,251,438 3,306,429,921 141,821,517 4.29 

収 入 済 額 3,426,196,178 3,285,005,134 141,191,044 4.30 

執 行 率 98.97 98.42 0.55 0.56 

収 入 率 99.36 99.35 0.01 0.01 

不納欠損額 6,537,211 5,218,076 1,319,135 25.28 

収入未済額 15,518,049 16,206,711 △ 688,662 △ 4.25 

 

④  歳出 

歳出では、前年度と比較して１億１，５３５万７，００９円、３．５７％の増とな

っています。 

主な要因は、介護サービス等諸費が１億１，４４４万３，３１４円の増などによる

ものです。 

歳出の決算状況                              (単位：円・％) 

         年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 3,461,692,000 3,337,654,000 124,038,000 3.72 

支 出 済 額 3,347,380,499 3,232,023,490 115,357,009 3.57 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 96.70 96.84 △ 0.14 △ 0.14 

不 用 額 114,311,501 105,630,510 8,680,991 8.22 
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(7) カルルス温泉スキー場事業特別会計 

① 決算の概要 

平成２７年度の歳入、歳出決算額は同額の９，９４６万３，４８３円となっていま

す。 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して１，０９５万６，４０７円、９．９２％の減となって

います。 

主な要因は、スキー場使用料が８７１万８，９２３円の減などによるものです。 

 

歳入の決算状況                         (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 116,500,000 119,000,000 △ 2,500,000 △ 2.10 

調 定 額 99,463,483 110,419,890 △ 10,956,407 △ 9.92 

収 入 済 額 99,463,483 110,419,890 △ 10,956,407 △ 9.92 

執 行 率 85.38 92.79 △ 7.41 △ 7.99 

収 入 率 100.00 100.00 0.00 0.00 

不納欠損額 0 0 0 ― 

収入未済額 0 0 0 ― 

 

③ 歳 出 

歳出では、前年度と比較して１，０９５万６，４０７円、９．９２％の減となって

います。 

主な要因は、スキー場事業費が１，１１３万８，８０７円の減によるものです。 

 

歳出の決算状況                              (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 116,500,000 119,000,000 △ 2,500,000 △ 2.10 

支 出 済 額 99,463,483 110,419,890 △ 10,956,407 △ 9.92 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 85.38 92.79 △ 7.41 △ 7.99 

不 用 額 17,036,517 8,580,110 8,456,407 98.56 
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 (8) 後期高齢者医療特別会計 

① 決算の概要 

医療制度改革により平成２０年度から運用が開始された本会計の決算額は、歳入７

億３９１万１，８２７円に対して、歳出は７億３７３万８，７３７円で、差し引き１

７万３，０９０円の黒字となっています。 

 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して５９０万６，２５４円、０．８５％の増となっていま

す。主な要因は、繰入金が９３６万２，０２２円の増などによるものです。 

後期高齢者医療保険料の収納率は９８.４３％（現年度分９９．２９％、滞納繰越

分３２．５４％）で、前年度と比較すると０.０２ポイントの低下（現年度分０．０

９ポイント増、滞納繰越分１０．２６ポイント減）しています。 

 

歳入の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 711,395,000 705,889,000 5,506,000 0.78 

調 定 額 712,010,755 706,047,893 5,962,862 0.84 

収 入 済 額 703,911,827 698,005,573 5,906,254 0.85 

執 行 率 98.95 98.88 0.07 0.07 

収 入 率 98.86 98.86 0.00 0.00 

不納欠損額 1,193,600 1,372,600 △ 179,000 △ 13.04 

収入未済額 6,905,328 6,669,720 235,608 3.53 

 

③ 歳 出 

歳出では、前年度と比較して６７３万５，４８４円、０．９７％の増となっていま

す。 

主な要因は、後期高齢者医療広域連合納付金が６９５万８，２１４円の増などによ

るものです。 

歳出の決算状況                          (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 27年度 平成 26年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 711,395,000 705,889,000 5,506,000 0.78 

支 出 済 額 703,738,737 697,003,253 6,735,484 0.97 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 98.92 98.74 0.18 0.18 

不 用 額 7,656,263 8,885,747 △ 1,229,484 △ 13.84 
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(9) 実質収支に関する調書 

実質収支に関する調書と決算書を照合の結果、計数は正確であることが認められま

した。なお、各会計別実質収支の推移は次表のとおりです。 

(単位：円) 

           年 度 

 区 分                                              
平成 27年度 平成 26年度 平成 25年度 

一  般  会  計 599,134,620 435,101,008 655,035,015 

特
別
会
計 

国民健康保険 185,823,621 103,494,988 105,079,142 

学校給食事業 74,720 24,990 0 

公共下水道事業 ― ― 50,615,902 

簡易水道事業 0 14,277 0 

介 護 保 険 78,815,679 52,981,644 70,970,520 

カルルス温泉スキー場事業 0 0 0 

後期高齢者医療 173,090 1,002,320 1,096,900 

計 264,887,110 157,518,219 227,762,464 

合      計 864,021,730 592,619,227 882,797,479 

 ※ 公共下水道事業は、平成２６年度より公営企業会計へ移行したため「 ― 」としています。 

(10) 財産に関する調書 

財産に関する調書と関係書類を照合の結果、計数は正確であることが認められました。 

(11) 登別市土地開発基金の運用状況 

土地開発基金の運用状況について、関係書類を審査した結果、適正に運用されてい

ることが認められました。 

                                            (単位：円) 

区    分 平成 26年度末現在高 平成 27年度中増減額 平成 27年度末現在高 

現    金 
226,577,985 △1,055,280 225,522,705 

土    地 
252,940,973 

         

1,300,000 254,240,973 

合    計 
479,518,958 244,720 479,763,678 

 

(12) 歳入歳出外現金の処理状況 

歳入歳出外現金各費目の平成２７年度末残高と支出予定額について、関係帳票を審

査した結果、適正に処理されていることが認められました。 

(単位：円)

区   分 平成 27年度末残高 支 出 予 定 額 差 引 額 

歳入歳出外現金 355,364,056 355,364,056 0  
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(13) 審 査 意 見 

 

財政健全化法における財政指標の各審査結果については、登別市財政健全化及び経

営健全化審査意見書に記載のとおりですが、健全化判断比率４指標のうち実質赤字比

率、連結実質赤字比率は決算額が黒字となっているため、該当する判断比率は算出さ

れません。 

また、実質公債費比率が１４.４％、将来負担比率が１０６.９％といずれも早期健

全化基準（実質公債費比率２５.０％、将来負担比率３５０.０％）を下回る結果とな

っています。 

同様に公営企業の健全化基準となる資金不足比率は、該当する地方公営企業法適用

の水道事業会計及び下水道事業会計、法非適用の簡易水道事業特別会計、カルルス温

泉スキー場事業特別会計はともに決算額が赤字となっていないことから、資金不足比

率は算出されません。  

         

本市の財政状況は、財政健全化法に基づく各種指標値がいずれも基準を下回る結果

となっていますが、経常収支比率においては、前年度と比較すると５.８ポイント減の

９３.９％と若干の改善が図られたものの、依然として高い指数を示しており、財政が

硬直化している状況といえます。 

 

平成２７年度の一般会計の決算状況は、形式収支額では６億７,２７１万６千円とな

り、翌年度へ繰越すべき財源の７,３５８万２千円を差し引いた実質収支額は、５億９,

９１３万４千円の黒字となっております。 

 

平成２７年度の市税収入は、市民税、軽自動車税、入湯税が増加、固定資産税、都

市計画税、市たばこ税が減少しているなか、現年度分、滞納繰越分を合わせた収納率

は、前年度と比較すると０.６８ポイント増の９０.１８％となっています。平成２２

年度まで低下傾向にあった収納率は、滞納処分等の執行や現年度分の徴収強化などに

より、着実に収納率の上昇が図られており、平成２７年度は大台となる９０％を超え

ることとなりましたが、全道に占める順位は依然として低い状況となっています。収

入未済額は、前年度と比較すると５，７６７万４千円減の５億１，２３１万９千円と

なっています｡ 

市税は歳入の根幹をなすものであり、健全な財政基盤の確立や税負担の公平性を保

つ観点からも、収入未済額の縮減は大きな課題であることから、新たな滞納の発生を

未然に防止するため、現年のうちに適正な対策を行うとともに、悪質滞納者に対して

は、積極的に滞納処分を行うなど収入未済額の縮減に一層の努力を望みます。 
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また、市税以外の歳入についても、多額の収入未済額が見受けられますので、市税

と同様に収納対策の強化に努めることを望みます。 

 

近年、国の経済政策により国内の経済情勢は、都市部を中心に回復の兆しを見せ始

めていますが、一方、本市の財政運営を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある

ことから、財政健全化に向けた取り組みは、今後も着実に推し進める必要があります。  

このため、中期財政見通し（平成２５年度～平成３２年度）を踏まえ、平成２６年

４月に策定された登別市行財政改革プラン 2014及び実施計画に基づき、現状をしっか

りと検証しながら、積極的な行財政改革に取り組まれることを期待します。 

 

 

 

 

 

 

 


